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内容

• PJTの概要
• 問題意識・解決したい課題
• 実施した内容
• 自治体との連携
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【PJTの概要】山梨県北杜市で、公共施設を活用したドローン物流
飛行ルートを複数策定した

①塩川病院〜明野総合支所
②塩川病院〜須玉ふれあい館
③明野総合支所〜明野ひまわり畑
④須玉ふれあい館〜高根総合支所
⑤高根総合支所〜大泉総合支所
⑥高根総合支所〜花の森公園
⑦大泉総合支所〜大泉駅前駐車場
⑧大泉総合支所〜三分一湧水館

総合支所などの拠点を結
びながら、広いエリアを
カバーするドローン輸送
の基幹路線を策定できた
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【大課題】目指したい社会は、ドローン前提社会

• 日本では少子高齢化が進み、さまざまな面で人手不足が懸念されてい
ます。

• 物流における人手不足も深刻で、トラックドライバーの高齢化・ネッ
ト販売による荷物の急増などにより、物流網の維持が難しくなること
が予想されています。

• 特に、過疎地域では、地域の物流網が限界に達している所もあり、今
後は物流網を維持できないと言われています。また、2024年から始ま
るドライバーの労働時間規制により、ドライバー不足が加速すると考
えられます。

• これらに対応するために、自動運転車の活用や、運行管理システムの
DXなどが掲げられていますが、ドローン物流による配送自動化もそ
の一つです。

• ドローンやロボットが人手不足を解消し、より安全でより便利な未来
を実現するため、「ドローンなどの活用を前提した社会システム」へ
の移行を目指します
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実際、ドローン物流は、ドローン産業の中で最も成長が期待されている

• ドローン物流市場は毎年倍
増し、2025年までに8倍の
800億円市場に成長すると
予測されている
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特に2022年12月の航空法改正で「レベル４飛行」が解禁され注目を
集めるが、その実現にはハードルがある。飛行ルート作成はその一つ

機体認証の問題

責任範囲の問題

法令遵守の問題

• 安全確認のため、テレメトリや
機体カメラ(FPV)の映像を常時
監視し、危険発生時にはシステ
ム監視者が回避行動を取ること
が必要とされる

• システム監視者は飛行現場にお
らず、遠隔監視。LTE電波を使
った通信が必要

• FPVカメラ映像の伝送には、お
よそ上り5Mbps必要。上空で
LTE回線速度５Mbpsを維持で
きるのか？
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【課題】安全な目視外飛行には、数ヶ月にわたる多大な準備が必要。

ドローン物流（目視外飛行）

数km離れた地点まで目視外飛行
で飛行し、荷物配送したい

必要な準備

①飛行ルートの机上検討
②現地踏査による地上リスク評価
③離着陸地点・緊急着陸地点の確保
④目視内飛行による上空LTE電波状況の評価
⑤それらを踏まえた飛行許可申請 66
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【課題】ドローン物流や、前段としての実証実験にも大きなハードル

• そもそも数キロ離れたところに複数の私有地を持つ
私企業はまれ

• あったとしても、広さ・地形・架線状況などから、
ドローン離着陸に適さない可能性が高い

離着陸場
の確保

ルートの
策定

• そもそもLTE通信機能のあるドローンは1％以下
• プロポのマニュアル操作ではなく、コンピュータプ
ログラムでの自律飛行。また、目視外飛行であり、
テレメトリ・FPVによる機体周辺監視で勝手が違う

機体操作

• 起伏のある地形や樹木・鉄塔などの障害物を避けた
ルートの設計、緊急着陸地点や監視ポイントの設計
には経験が必要（地上リスク判断）

• LTE電波が十分な通信速度ではいるか、事前調査が
必要

• ドローン事業者といえども、参入ハードルが高い
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【解決策】地上リスク評価や上空LTE電波状況調査まで行った推奨飛行
ルートをUTMや離着陸地点とワンセットで提供することで、参入を容易にする

ドローン物流（本番）

A.「空の駅」とし
て公共施設を離着
陸点を活用
(利用許可取得済)

B.地形・障害物調
査に加え、電波調
査まで含めて推奨
ルートを作成

C.飛行のための管
制システムを提供

• 離着陸地点・航空管制シス
テム（UTM）に加えて、
上空の電波状況まで確認し
た推奨ルートをワンセッ
トで提供することによって
、物流事業者などがドロー
ン物流に参入しやすくする
前提を整える
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今回の実証では、全国に先駆けて山梨県北杜市で、
これらのハードルを解消するソリューションをつくった

地上リスク・上空LTE電波
状況調査のハードル

“目視外飛行許可申請の
準備が多く、自社だけでは

困難”

航空管制システム
(UTM)のハードル

“航空管制システムの
選定・設定が難しい”

離発着地点確保のハードル

“ドローンを離発着できる場所の
確保ができない”

①
②

③

エアロダイン
ジャパンが
解消

北杜市様のご協力に
より、「空の駅」として
公共施設を離発着
陸地点として活用

航空管制システム
上に、推奨ルートの
飛行データを入力し

て提供

実証実験により、
地上・上空における
リスクが低い推奨
ルートを選定
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顧客層としては、物流事業者の他、地域物流網を維持したい地方自治体
などが考えられる

一つの荷物を運
ぶために往復1時
間かかって大変

過疎地の買い物難
民などを抱え、地
域物流網の維持が

重要
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物流事業者や自治体や市県民にとっての課題を解消できる未来を
エアロダインジャパンは目指している

02自治体・市県民
“過疎地の買い物難民な
どを抱え、地域物流網の

維持が重要”
”過疎地域の公共施設の
利用価値が減少“

01 物流事業者

“一つの荷物を運ぶために往
復1時間かかって大変”
“ドローンを使いたいが、
多くのハードルが有る”

 エアロダインジャパンが予め用意した
推奨ルートを活用して、手軽にド
ローン配送を実現

 ドローン自動配送により、一つの荷
物配送のために営業所に戻らなく
てすむ、効率改善

 山間地域の買い物困難者が、公
民館などの地域の施設を利用し
て、必需品を容易に受け取れる未
来

 自治体アセットの利用価値の
維持、向上

Before After
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【実施内容】空のインフラを整備するため、上空LTE電波を計測し、
ドローン物流に適した飛行推奨ルートを選定した

公共施設を結ぶ飛行ルートを
机上検討したルート

100ルート

地上リスクを想定し、
電波測定したルート
１７ルート

推奨8ルート

現地踏査2回 電波調査飛行
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現地踏査では、離着陸地点の検討のほか、樹木や送電線など障害物・
遮蔽物を調査し、飛行ルートや高度の調整を行った

13



© 2021 Aerodyne Group. All rights reserved

電波調査飛行では、17路線で飛行を実施（47フライト）
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例）05-① 明野総合支所 ⇒ ひまわり畑 140m
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【au】 ルート:05_①_140m 区間:明野総合支所 ⇒ ひまわり畑

altitude au_PCI au_BAND au_RSRP au_MAC_UL_Throughput

-140

-115

-90

-65

-40

-15

10

35

-200

-100

0

100

200

300

400

500

R
SR

P
/ 

B
A
N

D
/ 

T
hr

ou
gh

pu
t

PC
I

/ 
高

度

【DCM】 ルート:05_①_140m 区間:明野総合支所 ⇒ ひまわり畑

altitude DCM_PCI DCM_BAND DCM_RSRP DCM_MAC UL Throughput
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A社
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例）08-⑤ 大泉総合支所 ⇒ 高根総合支所 140m
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【au】 ルート:08_⑤_140m 区間:大泉総合支所 ⇒ 高根総合支所

altitude au_PCI au_BAND au_RSRP au_MAC_UL_Throughput
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【DCM】 ルート:08_⑤_140m 区間:大泉総合支所 ⇒ 高根総合支所

altitude DCM_PCI DCM_BAND DCM_RSRP DCM_MAC UL Throughput

B社

A社
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【実証成果】推奨８ルート全体像

①塩川病院〜明野総合支所
②塩川病院〜須玉ふれあい館
③明野総合支所〜明野ひまわり畑
④須玉ふれあい館〜高根総合支所
⑤高根総合支所〜大泉総合支所
⑥高根総合支所〜花の森公園
⑦大泉総合支所〜大泉駅前駐車場
⑧大泉総合支所〜三分一湧水館

総合支所などの拠点を結
びながら、広いエリアを
カバーするドローン輸送
の基幹路線を策定できた
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UTM上に表示される飛行ルートの例①（2D）
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UTM上に表示される飛行ルートの例①（3D）
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UTM上に表示される飛行ルートの例⑧（2D）
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UTM上に表示される飛行ルートの例⑧（3D）
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本プロジェクトの意義

•ドローン業界ニーズと行政・住民ニーズをマッチング
o ドローン物流の黎明期には、離着陸場は、既存公共施設を活用してイ
ンフラとして整備が必要

o 市役所と出張所を結ぶルートを作ることで、過疎集落への物流ネット
ワークを維持し、住民サービス向上を図る狙い

o 市役所の出張所などを結ぶ基幹ネットワークを作ることで、災害時の
緊急物資輸送ルートとしても活用できる

•「空の駅・空の道」としてのインフラ整備を実施。山梨県・北杜市のア
セットとして残り、民間企業の需要を呼び込む

o 策定した飛行ルートを、ドローン物流に参入したい物流事業者・ドロ
ーン事業者に提供することで、北杜市におけるドローン物流テストが
容易になり、民間事業者を呼び込める

o テストベットの聖地を目指す山梨県としても、次のテストにつながる
プロジェクトになったのではないかと思う
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地域再活性化への発展

•過疎地域の公民館・消防団分署などをドローン離着陸地点・物流拠点と
して活用することは、既存の公共インフラを活用して物流サービスなど
生活インフラを維持するだけでなく、そこに人が集まるハブになること
によって、地域再活性化の一助になるのではないか
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